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○嘉手納町雇用促進資格取得支援事業補助金交付規則 

令和３年３月30日 

規則第14号 

嘉手納町雇用促進資格取得支援事業補助金交付規則（令和２年嘉手納町規則第62号）の

全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この規則は、就業に有利となる資格の取得に向けて取り組む者に対し、予算の範

囲内で補助金を交付する嘉手納町雇用促進資格取得支援事業（以下「事業」という。）

を行うことにより、町民の就業機会の拡大を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 求職者 公共職業安定所（厚生労働省設置法（平成11年法律第97号）第23条第

１項に規定する公共職業安定所をいう。）を通じて求職活動を行っている者 

（２） 非正規労働者 雇用期間の定めが無く、賃金の算定方法及び支給形態、賞与、

退職金、昇給又は昇格等が長期雇用を前提とした待遇を受けている労働者以外の労働

者 

（３） 在学者 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に掲げる高等学校、中等教

育学校（後期課程に限る。）、特別支援学校（高等部に限る。）、大学、高等専門学

校、同法第124条に掲げる専修学校及び同法第134条に掲げる各種学校（高等学校に準

ずる教育を受ける学校に限る。）（以下「学校等」という。）に在学中である者 

（４） 学卒未就職者 最終学歴の学校等を卒業後５年以内の者であって、かつ、希望

する就職先が特定されている等の理由により公共職業安定所を通じた求職活動を行う

必要の無いもの 

（５） 資格 国の法令に基づく国家資格、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）

第44条に規定する技能検定その他国内で取得が可能な就業に有利と認められる資格等

（普通自動車免許、普通自動二輪車免許、大型自動二輪車免許、小型自動二輪車免許

及び原動機付自転車運転免許を除く。）であって、町長が認めるもの 

（補助の対象者） 
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第３条 補助金の交付の対象者（以下「交付対象者」という。）は、第７条の規定による

申請の日において住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）に基づく嘉手納町の住民基本

台帳に記録されている求職者、非正規労働者、在学者又は学卒未就職者（以下「求職者

等」という。）であって、資格を新規に取得するために当該資格に係る試験に合格した

もの（試験の受験を要せずに取得することのできる資格にあっては、資格を新規に取得

したもの）とする。 

２ 前項の規定において、町長が必要と認める場合は、交付対象者と同一の世帯に属し、

当該交付対象者を監護する者（以下「保護者」という。）を、当該交付対象者に代わり

補助金の交付を受けることができるものとする。 

（令６規則24・一部改正） 

（補助金の対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象経費（以下「補助対象経費」という。）は、求職者等が資格

を取得するために要した費用であって、次に掲げるものとする。 

（１） 講座等の受講費用及び教材費用 

（２） 試験等の受験費用 

（３） 資格の登録費用 

（４） その他町長が認める費用 

２ 前項各号に掲げる費用は、一つの資格につき当該資格を最短で取得できる回数分の費

用を補助対象経費とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、在学者が在籍する学校等の授業料等に第１項各号の費用

が含まれている場合又は求職者等が国、県その他の機関から同項各号の費用に係る補助

金等を受けている場合は、これを補助対象経費としない。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の総額の10分の８に相当する額又は10万円のいずれ

か低い額とする。この場合において、算出された額に1,000円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

２ 補助金の交付は、１会計年度につき１人当たり１回限りとする。 

（申請の方法） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、嘉手納町雇用
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促進資格取得支援事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に、

次の各号に掲げる書類を添えて、交付対象者が当該資格に係る試験に合格した日（試験

の受験を要せずに取得することのできる資格にあっては、資格を新規に取得した日）か

ら起算して１年以内に町長に提出しなければならない。ただし、町長が、特にやむを得

ない事由があると認めるときは、この限りでない。 

（１） 求職者にあっては、ハローワークカードの写し 

（２） 非正規労働者にあっては、労働条件通知書等雇用主の発行した労働条件の分か

る資料の写し 

（３） 在学者にあっては、学生証の写し 

（４） 学卒未就職者にあっては、最終学歴である学校等の卒業証書の写し 

（５） 保護者が申請者となる場合にあっては、申請日の１か月以内に発行された住民

票謄本 

（６） 資格に係る試験に合格したことが分かる書類（試験の受験を要せずに取得する

ことのできる資格にあっては、資格を取得したこと又は取得見込みであることが分か

る書類） 

（７） 第２条第５号に規定するその他国内で取得が可能な就業に有利と認められる資

格等についての申請にあっては、当該資格等が採用の要件に付されていること又は同

号に掲げる国家資格若しくは技能検定の受験資格の要件に付されていることが分かる

書類 

（８） 第４条第１項各号に係る経費の内訳等が確認できる書類 

（９） 第４条第１項各号に掲げる費用を支払ったことを証明する書類 

（10） その他町長が必要と認める書類 

（令６規則24・一部改正） 

（交付の決定等） 

第７条 町長は、前条の規定により提出された申請書を受理したときは、速やかに内容を

審査して補助金の交付の可否を決定し、嘉手納町雇用促進資格取得支援事業補助金交付

（決定・却下）通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた申請者（以下「交付決定者」
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という。）は、当該決定通知を受けた日の属する年度の３月末日までに嘉手納町雇用促

進資格取得支援事業補助金請求書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付等） 

第９条 町長は、前条の規定による請求があったときは、速やかにこれを審査して補助金

の額を確定し、当該補助金を口座振替払により交付するものとする。 

２ 町長は、申請書の不備による振込不能等があり、町が確認等に努めたにもかかわらず

申請書の補正が行われず、申請者の責に帰すべき事由により交付ができなかったときは、

当該申請が取り下げられたものとみなす。 

（補助金の返還） 

第10条 補助金の交付を受けた者（以下「受給者」という。）は、偽りその他不正の手段

により補助金を受給した場合は、当該補助金を町長に返還しなければならない。 

２ 町長は、受給者が前項に該当する場合において、当該受給者から返還がないときは、

通知書等により当該受給者に返還を求めるものとする。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第11条 交付決定者は、補助金の交付を受ける権利を譲渡し、又は担保に供してはならな

い。 

（委任） 

第12条 この規則に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行し、改正後の嘉手納町雇用促進資格取得支援事

業補助金交付規則の規定は、令和２年４月１日以後に要した補助対象経費について適用す

る。 

附 則（令和５年規則第42号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年規則第24号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の嘉手納町雇用促進資格取得支援事業補助金交付規則の規定は、
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令和６年７月１日から適用し、同年６月30日までの嘉手納町雇用促進資格取得支援事業

補助金の対象者については、なお従前の例による。 
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